
（別紙様式１）

差(Ｂ-Ａ)
※マイナスは

△表示のこと

万円 万円 万円
　死亡年月日

　被災の内容

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

（　　年　 月　 日）

万円 万円 万円

ア イ

※両方に該当する場合申請可

　　　上記のとおり相違ないことを申し立てます。

　　　　　　　　　年　　月　　日

保護者等 住所

続柄

氏名 印

　１　本申立書には、生徒と生計を共にする者について記入してください。

※死亡の場合
は、記入の必
要はありませ
ん。

(被災により　　　　   )

(     年  　 月     日)
・長期入院

収入額Ｂ
(概算額)

・行方不明

　６　申請内容の確認が必要となった場合には、公的機関の証明書を提出していただく場合があります。

□申請可（イ÷ア＝0.6未満）
※0.6は含まれない

※小数点以下第3位切り捨て

【記入の仕方】

職 業

年間収入額
（年金、一時所得を除く）

○
  行方不明となった日

・自営業被災

世帯に関する申立書

　３　申請者は年間収入額の減少率を計算し確認してください。申請不可の場合は申請することができません。

　４　職業は、本申立書記入日現在の職業を記入してください。

　３　続柄は、生徒との続柄を記入してください。

　２　主たる生計者を最上段に記入してください。

　２　会社及び自営業等が罹災された方のみ申請できるもので、会社等が罹災していない方は申請できません。

　４　主たる生計者の確認及び減少率の確認のいずれも申請可となった方のみ申請できます。

【注意事項】

　１　主たる生計者とは、被災前に世帯の中で最も収入額の多い者であり、主たる生計者が被災により、死亡、行方不明、長期
　　入院等となり、かつ、世帯の収入が減少となる場合申請できます。
　　　※本申立書による減少率の確認で、0.6未満となる場合に申請できます。

　５　申請内容に誤りがあった場合には、入学選考料、入学料、通信制受講料又は寄宿舎料を納付していただく場合があります。

□被災（死亡・行方不明・長期入
院・会社被災・自営業被災のいず
れかに該当）しているか

主たる
生計者
の確認

減少率計算
（イ÷ア）

申請者減少率確認
（該当にレ記入）

主たる
生計者 収入額Ａ

(概算額)

続　柄
免除申請理由

（該当に○をすること）

・会社被災

氏　　名
（生年月日）

□申請不可（イ÷ア＝0.6以上）

・死亡

(     年  　 月     日)

世帯合計

□主たる生計者の欄に、収入の最
も多い者が記載されているか

　６　平成28年台風第10号による被災
　　　年間収入額のうち、収入額Ａは平成27年９月１日から平成28年８月31日までの概算額を、収入額Ｂは平成28年９月１日か
　　ら平成29年８月31日までの概算額を記入してください。

　５　東日本大震災津波による被災
　　　年間収入額のうち、収入額Ａは平成22年３月11日から平成23年３月10日までの概算額を、収入額Ｂは平成28年３月11日か
　　ら平成29年３月10日までの概算額を記入してください。


